
平成２３年第１回 北海道議会定例会（一般質問）開催状況 

 

開催年月日  平成２３年（2011 年）２月２４日 

質 問 者   民主党・道民連合 梶谷 大志 議員                                                      

答 弁 者  知事、総合政策部長 

 

四 外国人、外国法人の土地取得等について 

（一）海外資本等の森林の取得について 

 

○梶谷 議員 

 本道では中国関係者を初めとする諸外国の外国人や外国法人らによる土地取得が自衛隊施設周辺や水源地

にあたる森林が買収されていることに対して、安全保障や公共秩序維持の観点から問題視する声が強まって

おり、昨年から道議会としても国に意見書を提出、知事も水資源の保全を目的とした条例の制定に向けて取

り組んでいると承知をしております。 

 これらの実態を受け、政府は外国人や外国法人による土地取得を規制する声などに応える形で具体的な内

容の検討に入りました。 

 特に、本道は外国資本による森林取得が急増し、道の調査により外資の森林取得は、計約 820 ヘクタール

にも上ることが明らかになっているわけであります。 

 国の議論の中では、保護区域を設定することも含めて検討し、同時に法改正または新法で実態を把握でき

るようにすべきとの指摘もあり、法案の整備が進められているところであります。 

 しかし、一方で保護区域の設定に関しては「経済活動を阻害することになりかねない」との慎重論もあ

り、調整が難航する可能性も示唆をされておりますけども、知事は本道における状況をどう捉え対処しよう

とするのかお伺いをいたします。 

 

○知事 

 海外資本等の森林の取得についてでありますが、昨年、道内において、海外資本等による大規模な森林取

得が判明したところであり、その中には、所有実態や目的が明らかでないものもあるところであります。 

 こうしたことから、道といたしましては、本道の豊かな水資源を将来にわたって引き継いでいくため、水

資源の保全などを目的とした条例の来年度の制定に向け、現在、庁内関係部局が連携して、様々な検討を行

っているところであり、今後、国の動向も十分注視しながら、森林等の土地取引に係る所有実態などを把握

することができるよう、検討していくことといたしております。 

 

（二）道内への投資促進との関係について 

 

○梶谷 議員 

 私も森林・水源地機能の維持、防衛・安全保障上の死活的な利益に関わることから、このことの取扱は慎

重でなければいけないと考えます。しかし、同時に北海道の価値が高まっていることも事実であり、道内へ

の対外投資を積極的に受け止める取組、土地取引を促進することや道内産業への転換も念頭に複合的に検討

すべきと考えますが、所見をお伺いいたします。 

 



○知事 

 道内への投資促進との関係についてでありますが、海外資本等の投資によるリゾート開発などが進んでい

るニセコ町や倶知安町等の地域においては、外国人観光客の増加や地域の雇用増などにより地域経済の活性

化に寄与しているものと承知をいたしております。 

 道といたしましては、海外からの投資が本道経済の活性化につながるような具体的な取組を進めるととも

に、外国の方々がしっかりと地域と連携をし、お互いの協力関係のもとに環境と調和を図りながら、地域振

興を進めていくことが重要であると考えており、こうした点にも配慮しながら、水資源の保全などを目的と

した条例の検討を進めてまいりたいと考えております。 

 なお、有識者の意見などについては、担当の部長から答弁をさせていただきます。 

 

（三）地積調査の現状と今野の取り組みについて 

 

○梶谷 議員 

 国土保全、安全保障等の公益上からの懸念や、国民の不安感の払拭、あるいは外資獲得等、地域経済の活

性化のためにも、正確な土地所有が求められています。森林境界の明確化等、その基本となる地籍調査の現

状と今後の取り組みについてお伺いをいたします。 

 

○農政部長 

 外国人、外国法人の土地取得等に関しまして、地籍調査の現状と今後の取り組みについてでございます

が、本道における地籍調査につきましては、市町村が事業主体となりまして、一筆ごとの土地の所有者、地

番、地目を調査し、境界位置の確認や面積の測量等を実施しているところでございますが、国土面積から、

国有林野、公有水面等あるいは北方領土を除きました、本道の地籍調査対象面積の４万 6086 平方キロメー

トルに対しまして、平成 22 年４月１日現在で、実施済みの面積は２万 7975 平方キロメートルで、進捗率

は 61％となってございます。 

 そのうち、林地につきましては、調査対象面積の２万 5252 平方キロメートルのうち、実施済み面積は１

万 1746 平方キロメートルで、進捗率は 47％となっておりますが、境界トラブル等が生ずる可能性が低い公

有林などを除きます、優先的に地籍を明確にすべき地域の１万 7890 平方キロメートルに対する進捗率は

66％となってございます。 

 また、今後の取り組みについてでございますけれども、市町村への普及啓発につきましては、従前から、

未着手市町村などへ、直接、事業実施を働きかけてきたところでございますが、今年度は、新たに、新聞広

告によりますＰＲも取り入れたところであり、今後とも、事業の着実な実施を促してまいりたいと考えてお

ります。 

 

【指摘】 

○梶谷 議員 

 土地所有・利用については、森林境界の明確化が不可欠であります。 

 地籍調査に未着手の市町村、あるいは、過去に地籍調査を実施したものの、現在は調査を休止している市

町村では、財源の不足、担当職員の不足と、理由がはっきりしているわけでありますから、道としても主体

性を持って臨まれるように、指摘しておきたいと思います。 

 



（四）有識者の意見などについて 

 

○梶谷 議員 

 これらの課題は国においても土地の取引規制、利用規制が絡み合い、各省庁・各法律をまたがった複雑な

状況になっております。法律制定後をにらみ、外部の専門家を交え検討を早急に始めるべきと考えますが所

見をお伺いいたします。 

 

○総合政策部長 

 有識者の意見などについてでありますが、水資源の保全などを目的とした条例の制定に当たっては、専門

的な知見を有する方々や地域の方々から幅広くご意見を伺うなど、様々な観点から検討を行っていかなけれ

ばならないものと考えております。 

 こうしたことから、道といたしましては、国における法律改正等の動きにも留意しながら、来年度の早い

時期に、有識者や市町村のご意見を伺う場を設けて、議論を深めて参りたいと考えております。 

 


